
貸 借 対 照 表 平成１４年３月３１日現在

資 産 の 部
百万円

流 動 資 産 １，３０３，４７１

現 金 及 び 預 金 ５２，８７９

受 取 手 形 １８，７００

売 掛 金 ５５１，２７１

有 価 証 券 ５５，０００

製 品 １７０，５２５

半製品及び仕掛品 １２９，３８３

材 料 ４２，３０５

前 渡 金 ５３，５１８

前 払 費 用 ７，５８２

繰 延 税 金 資 産 ３６，４８２

そ の 他 流 動 資 産 １９７，９６０

貸 倒 引 当 金 △１２，１３８

固 定 資 産 １，８３５，６７４

有 形 固 定 資 産 ５８５，１６９

建 物 ２０４，３８０

構 築 物 ２０，９３０

機 械 及 び 装 置 １９４，４１５

車 両 及 び 運 搬 具 ３２０

工具器具及び備品 ８８，７８８

土 地 ５５，３６０

建 設 仮 勘 定 ２０，９７４

無 形 固 定 資 産 ４３，９８６

ソ フ ト ウ ェ ア ３２，８０１

その他無形固定資産 １１，１８５

投 資 等 １，２０６，５１８

投 資 有 価 証 券 ２４２，７２４

子 会 社 株 式 ４５３，９６８

子 会 社 出 資 金 ３１，７０６

長 期 貸 付 金 ６２，６０９

長 期 前 払 費 用 ６，３９９

繰 延 税 金 資 産 ３２８，２１５

そ の 他 投 資 等 ８１，４５２

貸 倒 引 当 金 △５５８

資 産 合 計 ３，１３９，１４５

負 債 の 部
百万円

流 動 負 債 １，６１６，１０１

支 払 手 形 ７，７３１

買 掛 金 ６６７，７４９

短 期 借 入 金 ２３１，６６０

コマーシャルペーパー １６１，０００

社 債 ８２，８００

未 払 金 ２２７，５７２

未 払 法 人 税 等 ２００

前 受 金 ２１３，６４９

預 り 金 ３，３６８

製品保証等引当金 １，２０５

そ の 他 流 動 負 債 １９，１６４

固 定 負 債 ８８３，８４５

社 債 ３７７，１９６

長 期 借 入 金 ９７，８０５

退 職 給 付 引 当 金 ４０８，５５８

電子計算機買戻損失引当金 １６７

そ の 他 固 定 負 債 １１８

負 債 の 部 合 計 ２，４９９，９４７

資 本 の 部

資 本 金 ２７４，９２６

資 本 剰 余 金 ２６２，６５０

資 本 準 備 金 ２６２，６５０

利 益 剰 余 金 ６９，２５８

利 益 準 備 金 ６８，７３０

研 究 基 金 ３，７６０

中 間 配 当 積 立 金 １８，０００

圧 縮 記 帳 積 立 金 １３，４３５

特 別 償 却 準 備 金 ２５１

プログラム等準備金 ２３７

別 途 積 立 金 １８６，０５５

当 期 未 処 理 損 失 △２２１，２１０

（う ち 当 期 損 失）（△２６０，３３２

株式等評価差額金 ３２，４７４

自 己 株 式 △１１１

資 本 の 部 合 計 ６３９，１９８

負債及び資本合計 ３，１３９，１４５

（注）１．子会社に対する短期金銭債権 ２９９，５６０百万円

子会社に対する長期金銭債権 ７６，６１８百万円

子会社に対する短期金銭債務 ４０６，８５３百万円

２．有形固定資産減価償却累計額 １，７３０，５５５百万円

３．外貨建子会社株式（主要なもの） １，１２６，０２５千米ドル

外貨建買掛金（主要なもの） ３９８，４１５千米ドル

４．保証債務及び保証類似行為 ３５５，６９８百万円

）



５．担保に供している資産

土地 －百万円

建物 １３百万円

６．１株当り当期損失 ８０円８８銭

７．商法第２９０条第１項第６号に規定する純資産額

３２，４７４百万円

８．有価証券の評価基準及び評価方法

市場価格のある有価証券の評価基準は時価法、評価方法は移動平

均法によっている。

９．棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品及び半製品は個別法による原価法又は移動平均法による低価

法、仕掛品は個別法による原価法又は総平均法による低価法、材

料は移動平均法による原価法又は低価法によっている。従来、棚

卸資産に係る評価基準について原価法を採用していたが、当期か

ら見込生産品に係る棚卸資産の評価基準については低価法に変更

した。この変更により、営業損失、経常損失及び税引前当期損失

はそれぞれ９，６６０百万円増加した。

１０．有形固定資産の減価償却は、定率法を採用しているが、平成１０年

４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）については、

定額法を採用している。

１１．退職給付引当金は、退職給付に充てるため、当期末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。

１２．消費税等の会計処理は税抜方式によっている。



損 益 計 算 書
自 平成１３年４月１日
至 平成１４年３月３１日

経 常 損 益 の 部

営 業 損 益 の 部

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 損 失

営 業 外 損 益 の 部

営 業 外 収 益

受 取 利 子

受 取 配 当 金

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 子

雑 損 失

経 常 損 失

特 別 損 益 の 部

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

特 別 損 失

事 業 構 造 改 善 費 用

子 会 社 株 式 評 価 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

税 引 前 当 期 損 失

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 損 失

前 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 理 損 失

百万円
３，１９６，８９６

２，７４５，８４６

６４７，８０３

１９６，７５２

５１，３８３

１，９８４

２４，０５４

２５，３４４

８６，４４６

１３，７０９

７２，７３７

２３１，８１６

２１，８９４

１４，５７８

７，３１６

１８８，７６２

１４６，４１３

２５，２６３

１７，０８５

３９８，６８４

２００

△１３８，５５２

２６０，３３２

３９，１２１

２２１，２１０

（注）１．長期請負工事（工期２年以上、請負金額５０億円以上）に係る収益の

計上は、工事進行基準を採用している。従来、工事進行基準は「工

期２年以上、請負金額１５０億円以上」の長期請負工事に適用してい

たが、当期から新たに契約を締結した「工期２年以上、請負金額５０

億円以上」の長期請負工事に対しても適用することとした。この変

更による影響額は軽微である。

２．固定資産売却益１４，５７８百万円は、土地の売却に係るものである。

３．事業構造改善費用１４６，４１３百万円は、半導体事業の構造改善費用

７１，５３８百万円及び自立自営支援制度に基づく退職者への自立自営

支援金６２，８１９百万円等である。

４．子会社株式評価損２５，２６３百万円は、東芝電池�の株式評価損
１２，３６０百万円及びパシフィック・フュエル・セル・キャピタル社

の株式評価損５，８３６百万円等である。

５．子会社に対する売上高 １，６１０，２４１百万円

６．子会社からの仕入高 １，４８９，４２７百万円

７．子会社との営業取引以外の取引高 ５１，３７０百万円
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